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平成 28年度第２号 
通 算 第 20 号 

平成 28年７月 14日 

尼 崎 市 総 務 局 

人事管理部給与課 

━平成28年６月期の割増報酬等について━ 

 

６月 13日午後７時 30分から午後９時まで、立花地区会館大会議室において、平成 28年６月期

の割増報酬等について交渉を行った。 

 

◎今回の交渉の主な目的 

 前回の交渉において回答した６月期の割増報酬及び独自要求書について引き続き協議を重ねると

ともに、私療休暇の取得要件緩和についての提案を行った。 

 

◎組合への提案 

 （提案メモ）私療休暇の取得要件緩和について                   別紙 

 

◎具体的な交渉内容 

１ 私療休暇の取得要件緩和について 

協議の要旨 

  提案メモを提示したうえで、具体的な協議を行った。 

尼崎市嘱託職員労働組合の主張 当局の回答 

「医師等の証明する診断書」から「医師の証

明等」へと文言が変更されている理由は。 

正規職員に対して適用される条例規定と表現

を揃えるために変更したものである。 

先日の賃金小委員会で示したインフルエンザ

に罹患した時に医療機関が作成するメモでも対

応できるように変更したものではないのか。 

表現のみの変更で、その趣旨を変えるもので

はない。賃金小委員会でも説明したとおり、客

観的に証拠書類として判断できるかが基準にな

ると考えており、例えば医療機関や医師の印が

無いものでは認められないと考えている。 

課題解決への方向性 
嘱託労組は、一旦持ち帰り、諾否期限までに判断するものとした。 

 

２ 独自要求書について 

尼崎市嘱託職員労働組合の主張 当局の回答 

小学校給食調理業務の見直しについて 

小学校給食調理業務について、平成 29年度

向けの合理化提案はあるのか。 

 

現時点では決定していない。 

尼崎市嘱託職員労働組合 

と の 交 渉 状 況 
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いつ頃になれば合理化の有無が判明するの

か。 

合理化を行う場合、例年どおり６ヶ月前まで

に提案していく考えである。 

現在の直営校は何校か。 ９校である。 

最終的に全校委託という方針に変更はないの

か。 

回答メモにあるとおり、変更はない。 

全校委託という方針を変えないとしても、委

託にあたっては退職動向を見ていくという点に

ついては変わりないことを確認しておきたい。 

退職動向等を勘案して委託化を行うという点

についても、回答メモにあるとおり変わりな

い。ただし、以前から説明しているとおり、残

り３校となり応援体制を組むことが困難となっ

た場合には、その残った直営校全てを同時に委

託する必要があることも同様である。 

様々な点を考慮すると、民間業者に委託する

より直営校を残すべきではないか。 

教育委員会においては直営校を残す考えはな

い。 

委託校の調理業務の実施状況を引き続き検証

していくとあるが、その内容を組合に提供して

もらえないか。 

教育委員会に確認後、対応する。 

私療休暇の日数について 

かつて無給であった私療休暇が 30日の有給

となったことについては、組合員からも助かっ

たとの声があり、非常に感謝している。もっと

も嘱託員の年齢層も上がっていく中で、大病を

患う人も増えてきており、今回の要求において

はこれまでの60日から正規職員と同じ90日と

させていただいた。90日の有給とすることは

できないのか。 

 

嘱託員が１年任用であることなどを考慮する

と、90日の付与というのは難しい。 

安心して治療に専念し病気を治すという意味

では、やはり 90日を付与していただきたい。

現に 90日としている自治体もあるではない

か。 

他都市等と比較しても本市の休暇制度は決し

て見劣りするものではなく、30日で妥当と考

えている。 

30日の私療休暇では対応不可能な大病を患

った場合、結果的に無給の欠勤となる。この場

合、傷病手当金にて一定の措置はされるだろう

が、それだけでは生活できないので、正規職員

と同様に90日を付与していただきたい。 

傷病手当金こそが病気となり仕事ができない

場合の対応策として設けられている制度であ

り、それを踏まえると有給である私療休暇の付

与日数をさらに増やしていくことは困難であ

る。 
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報酬の増額は困難であるとしても、せめて休

暇については拡大してもらえないか。 

そういった組合の意向も最大限考慮した上で

今回の私療休暇の取得要件緩和という非常に大

きな判断をさせてもらっている。もし今回の提

案が簡単な改正であると誤解されているのであ

れば、その認識は改めていただきたい。 

短期の介護休暇や子の看護等の子育てのため

の休暇のように、正規職員と同じ制度設計とし

ているものもあるではないか。私療休暇も同じ

にできないのか。 

短期の介護休暇や子の看護等の子育てのため

の休暇についても、できる限りの配慮をした結

果として同内容の制度としたものである。私療

休暇については90日とする考えはない。 

30日の算定には土日等も含むのか。正規職

員における取扱いは。 

いずれも土日等を含んでの日数である。 

定年延長について 

組合としても、かつての労使交渉で 60歳を

定年とし、それ以降については高年齢者委嘱制

度で対応していくとしたことについては認識し

ている。しかし、高年齢者委嘱制度に基づいて

委嘱された後については、報酬額が下がるにも

かかわらず、従事する仕事の内容は変わらない

のが実情である。定年を 65歳まで延長するこ

とはできないのか。 

 

65歳まで働くことができる環境について

は、既に高年齢者委嘱制度によって実現してい

る。 

そうではなく、嘱託員は１年ごとの委嘱であ

ることを踏まえ、60歳を過ぎても 65歳までそ

れまでと同じ条件下で働くことができないかと

いうことである。今後、65歳まで年金が支給

されなくなることを踏まえても、定年を延長す

るべきではないか。 

まさに組合の主張する年金が支給されなくな

るということを踏まえ、高年齢者委嘱制度を導

入し、その後の必要な改正も行っているもので

あり、現在の運用を見直す考えはない。 

報酬については定年前と同額とすべきではな

いか。 

高年齢者委嘱制度は年金受給開始までの雇用

保障的な観点も含め導入しているものであり、

60歳までの嘱託員の報酬とは別の整理をして

いるところである。その中で、本市におけるも

っとも一般的なＢランク（定額）の報酬月額と

同額とすることで労使合意を得ており、現時点

においては適切であると考えている。 
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かつての交渉において、正規職員に係る定年

延長が導入されれば、嘱託員にもその考えを反

映させるということもあると聞いたが。 

正規職員においては定年後の再任用制度を設

けているところであるが、年金までのつなぎと

いう点では嘱託員における高年齢者委嘱制度と

同じ考えのものであり、また 60歳を境に異な

る賃金体系としている点でも共通している。そ

の意味で、正規職員に対する定年延長が導入さ

れれば、嘱託員にもそれを反映させる可能性が

あることは否定しない。 

正規職員については、再任用となると給与水

準が下がるのか。 

正規職員においても一般的には給与水準は下

がることとなる。 

正規職員は 65歳以上になった場合はどうな

るのか。 

いわゆるＯＢ嘱託員として委嘱される場合が

あるが、これは制度として設けているわけでは

なく、必要に応じて依頼しているものである。 

そのＯＢ嘱託員の賃金水準は。 報酬月額は約13万円で、割増報酬はない。 

先日、定年後に再雇用された職員の賃金につ

いて、同じ職務内容での賃金格差は違法である

との判決が出された。当該判決も踏まえて見直

す考えはないのか。 

当該事案については承知しているが、その詳

細は把握しておらず、また使用者側が控訴した

係争中の事案ということもあり、現時点では何

も言うことはできない。ただ、当局としても今

後の動向については注視していく。 

今回の交渉においては、定年を 65歳まで延

長することはできないとのことであるが、今後

変えていくことはできるのか。 

可能性がないというわけではないが、今は変

える考えはない。 

定年延長については、今後も引き続き求めて

いく。協議はしていくということでよいか。 

協議には応じる。 

課題解決への方向性 
組合は、今回の要求に対して直ちに対応することは困難であっても、今後の前向きな協議を求

めた。これに対し、当局は、引き続き互いに協議していくことについては変わりはないが、当局

としても法や交渉経過を踏まえて回答しているものであり、その考え方への理解を求めた。 

 

以 上  
（給与課） 
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別紙 

私療休暇の取得要件緩和について（メモ） 

 

H28.６.13  

 

嘱託員の私療休暇について、次のとおり取得要件を緩和する。 

 

１ 内容 

現行「医師等の証明する診断書に基づき１週間以上の療養を要すると認定された場合」と

している嘱託員の私療休暇の取得要件について、「医師の証明等に基づき療養を要すると認定

された場合」とする。 

 

２ 実施時期 

平成28年７月１日 

 

３ 諾否期限 

平成28年６月23日 

 

以 上   

（給与課）  
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◎妥結事項 

６月６日及び13日の２回にわたる交渉の結果を受け、６月23日に次の項目について妥結に至っ

た。 

１ 割増報酬（ボーナス）［平成28年６月30日支給］ 

  支給月数等 

ランク 支給月数（額） 前年度 

Ｂ 1.83月分（308,538～340,929円） 1.79月分（301,794～333,477円） 

Ｃ 1.61月分（311,374円） 1.57月分（303,638円） 

Ｄ 定額（286,000円） 定額（279,000円） 

Ｅ 定額（276,000円） 定額（269,000円） 

再雇用 定額（272,000円） 定額（265,000円） 

 

２ 私療休暇の取得要件緩和 

 ⑴ 内容 

現行「医師等の証明する診断書に基づき１週間以上の療養を要すると認定された場合」

としている嘱託員の私療休暇の取得要件について、「医師の証明等に基づき療養を要する

と認定された場合」とする。 

 ⑵ 実施時期 

   平成28年７月１日 

 

 

 

 

 


